
新発田市中心市街地エリア空き店舗利活用補助金交付要綱 
 
 
（趣旨） 
第１条　この要綱は、中心市街地のエリアにおける出店を促進するとともに、にぎわいを創

出し、もって地域経済の活性化を図ることを目的として、空き店舗等で補助事業を実施す

る団体に対し、予算の範囲内において新発田市中心市街地エリア空き店舗利活用補助金

（以下「補助金」という。）を交付することについて、新発田市補助金等交付規則（昭和

３３年新発田市規則第１０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
（定義） 
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 
⑴　中心市街地　新発田市中心市街地活性化推進条例（平成２１年新発田市条例第３４

号）第２条第１号に規定する中心市街地をいう。 
　⑵　空き店舗等　現に活用されていない店舗、施設、遊休地等をいう。 
（補助事業） 
第３条　補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、中心市街地の空き

店舗等で開催され、かつ、第１条に規定する補助金の目的に効果、成果等が期待できる事

業とする。 
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助事業としない。 
　⑴　政治的目的又は宗教的目的があると認められる事業 
　⑵　営利を目的としていると認められる事業 
　⑶　特定の個人又は団体のみが利益を受けると認められる事業 
　⑷　他の制度による補助金等の交付を受ける事業 
　⑸　その他公序良俗に反すると認められる事業 
（補助対象者） 
第４条　補助金の交付対象となる者は、個人又は事業者等で構成される団体であって、補助

事業を実施する団体とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する団体は、補助金の交

付対象としない。 
　⑴　当該団体を構成する個人又は事業者の代表者、役員、使用人、従業員、構成員等が新

発田市暴力団排除条例（平成２４年新発田市条例第２号）第２条第１号に規定する暴力

団（以下「暴力団」という。）に所属し、又は暴力団若しくは同条第２号に規定する暴

力団員（以下「暴力団員」という。）と社会的に避難されるべき関係を有すると認めら

れるもの 
　⑵　暴力団又は暴力団員が団体を構成する事業者の経営に実質的に関与していると認め

られるもの 
（補助事業の実施区域） 
第５条　補助事業の実施区域は、別表第１に定めるところによる。 
（補助対象経費） 



第６条　補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の実

施に要する経費のうち、別表第２に掲げる経費とする。ただし、次の各号に掲げる経費は、

補助対象としない。 
⑴　補助事業の実施にかかわらず経常的に発生する経費 
⑵　証拠資料等で支払い金額が確認できない経費 
⑶　飲食及び接待等に係る経費 
⑷　補助事業の実施に必要な臨時的な雇用以外に係る人件費 
⑸　補助金の交付決定前に発生した経費 
⑹　補助事業を実施する年度内に支払が完了しない経費 
⑺　社会通念上不適切と認められる経費 
（補助金の額） 
第７条　補助金の額は、補助対象経費の合計額に２分の１を乗じた額（その額に千円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とし、４０万円を上限とする。 
（交付申請） 
第８条　補助金の交付を受けようとする者は、新発田市中心市街地エリア空き店舗利活用

補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。 
⑴　事業計画書（別記第２号様式） 
⑵　収支予算書（別記第２号様式の２） 
⑶　補助対象経費の金額が確認できる資料（見積書等） 
⑷　補助事業実施箇所の位置図 
⑸　その他市長が必要と認める書類 
２　補助金の交付は、同一団体につき同一年度内に１回とする。 
（交付決定） 
第９条　市長は、前条に規定する交付申請があったときは、これを審査し、補助金の交付の

可否を決定するものとする。 
２　市長は、補助金の交付を可としたときは、新発田市中心市街地エリア空き店舗利活用補

助金交付決定通知書（別記第３号様式）により、補助金の交付を否としたときは、新発田

市中心市街地エリア空き店舗利活用補助金不交付決定通知書（別記第４号様式）により、

当該申請者に通知するものとする。 
（変更交付申請等） 
第１０条　補助金の交付の決定を受けた者は、やむを得ない事情により補助事業の内容を

変更しようとするときは、新発田市中心市街地エリア空き店舗利活用補助金変更交付申

請書（別記第５号様式）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
２　市長は、前項に規定する変更交付申請を承認したときは、新発田市中心市街地エリア空

き店舗利活用補助金変更交付決定通知書（別記第６号様式）により、当該申請者に通知す

るものとする。 
（取消申請等） 
第１１条　補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業を中止するなどの理由により、補助



金の申請を取り消そうとするときは、遅延なく新発田市中心市街地エリア空き店舗利活

用補助金取消申請書（別記第７号様式）を市長に提出し、市長の承認を受けなければなら

ない。 
２　市長は、前項に規定する取消しの申請を承認したときは、新発田市中心市街地エリア空

き店舗利活用補助金取消承認通知書（別記第８号様式）により、当該申請者に通知するも

のとする。 
（実績報告） 
第１２条　補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業が完了した日から起算して３０日

を経過した日又は補助事業を実施する年度３月３１日のいずれか早い日までに、新発田

市中心市街地エリア空き店舗利活用補助金実績報告書（別記第９号様式）に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 
　⑴　事業報告書（別記第１０号様式） 
　⑵　収支決算書（別記第１０号様式の２） 
（補助金の確定） 
第１３条　市長は、前条に規定する実績報告があったときは、これを審査し、適合すると認

めたときは、補助金の額を確定し、新発田市中心市街地エリア空き店舗利活用補助金確定

通知書（別記第１１号様式）により補助事業者に通知し、補助金を交付するものとする。 
２　前項に規定する審査に当たっては、必要に応じて現地調査等を行うものとする。 
（補助金の概算払い） 
第１４条　市長は、補助金の交付の決定を受けた者の申出により、補助事業の内容等に応じ

必要と認めるときは、補助事業完了前に補助金を支払うことができるものとする。 
（取消し及び変換） 
第１５条　市長は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。この場合において、

既に補助金が交付されているときは、補助金の全部又は一部を返還させることができる。 
　⑴　虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 
　⑵　補助金の交付決定に付した条件に違反する行為があったとき。 
　⑶　その他この要綱に違反する行為があったとき。 
（その他） 
第１６条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
　　　附　則 
　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。


